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地域のお客さまへの融資について

新　　商　　品
●あんしん学資プラン（しんきん傷害保険付定期積金）

（4月5日～6月30日）
●元気ッズ倶楽部通帳（5月10日～）
●インターネット定期預金（7月5日～）
●ピンクリボンサポート定期預金（10月1日～11月30日）
●第17回懸賞金付定期預金「開運大吉くん」“歌舞伎ツアー”

（1月4日～3月31日）

新　　商　　品
●専業主婦専用きゃっするカードローン（12月20日～）
●東北地方太平洋沖地震緊急特別融資（3月22日～9月30日（予定））

■貸出金業種別構成 ■貸出金額階層別構成

　お客さまからお預かりした預金・積金は、地域の皆さまへご融資しています。さまざまな資金ニーズにお応え

することで、愛媛県経済の活性化や豊かな暮らしのお手伝いをしています。

　なお、特定業種や特定先に偏ることなく、小口資金を幅広くご利用いただくことで、信用リスクの分散を図っ

ています。

預金の状況

詳しくはＰ．34～37

　愛媛信用金庫は、地域の皆さまが会員となって、お互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として

運営されている相互扶助型の金融機関です。愛媛県全域を営業地区とし、県下各地に本支店を設置しています。

　地域のお客さまへさまざまな金融商品、金融サービスを提供し、事業や生活の繁栄のためにお手伝いをすることで

強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に貢献できるよう努めています。また、地域社会の一員として、

広く地域社会の活性化に資するための活動を積極的に展開しています。

　新商品の発売や、既存商品の商品性の見直しなどを行うとともに、将来の豊かな暮らしのために必要な資金、子ど

ものための資金、夢を実現するための資金などに備えていただくため、「奥さまやりくり上手」など定期積金商品を

中心に推進を行いました。

　３月末残高は563,327百万円（平成22年３月末比16,442百万円の増加）となりました。

貸出金の状況

　地域の中小零細企業や個人のお客さまの課題解決を

図るため、当金庫独自商品や信用保証協会付貸出など

を活用し、個々のライフサイクルやライフスタイルに合

わせた適時適切な融資に努めました。また、お客さまの

金融の円滑化を図るため、返済猶予や貸出条件の変更

などの対応に努めました。

　３月末残高は、297,642百万円（平成22年３月末比

3,057百万円の減少）となりました。

　厳しい社会情勢、経営環境が続くなかで、
“「愛」ある街のホームドクター”としてお客さま
の課題解決に資するため、経営改善支援、販路拡大
支援など経営全般に関するさまざまな支援を
行っています。
　また、金融機能やサービスの提供など本来の
事業活動による地域経済への貢献はもとより、
地域の一員としての社会的責任を果たすため、
コンプライアンスの徹底、地球環境への配慮、
地域活性化活動、文化的・社会的貢献活動など、
さまざまな施策に取り組んでいます。

課題解決に向けた取組み

お取引先
への支援
　　など

貸出金
297,642百万円

預金・積金
563,327百万円

出資金
1,734百万円お客さま／会員

会員数　45,681人

愛媛信用金庫
常勤役職員数　641人
店舗数　54店舗

店舗外キャッシュコーナー93ヵ所

地域社会の活性化と持続的な発展
（計数はすべて平成23年3月末日現在で記載しています。）

貸出金以外の運用
　預金の支払準備および資金運用のため、安全性や
収益性、流動性に留意しながら、国債を中心に地方債、
政府保証債、金融債、事業債等で運用しています。
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詳しくはＰ．8～12

詳しくはＰ．31～33




